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（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部
　　１．流動資産 
　　　　現金預金 　
　　　　未収入金 　 △ 15,420,938
　　　　未収利息 △ 401,123
　　　　立替金
　　　　前払費用 　 △ 63,301
　　　流動資産合計
　　２．固定資産 
　　　(1) 基本財産 　
　　　　投資有価証券 　 △ 66,974,237
　　　　定期預金 　
　　　基本財産合計
　　　(2) 特定資産 　
　　　　退職給付引当資産 　
　　　　役員退職慰労引当資産 　
　　　　共済年金給付引当資産 　
　　　　経営安定積立金引当資産 　 △ 11,467,000
　　　　事務所賃借料変動等準備金引当資産 　
　　　　統一プログラム修正等準備金引当資産
　　　　中小企業施策情報提供事業積立資産 △ 29,414,815
　　　　下請中小企業・小規模事業者等活性化基金積立資産 △ 22,441,838
        中小企業振興事業基金積立資産 △ 29,068,859
　　　　交付預託金 △ 1,682,439,600
　　　　　貸倒引当金 △ 2,816,751 △ 16,711,065
　　　　事故交付預託金 △ 12,369,519
　　　　　貸倒引当金 △ 102,415,139 △ 114,784,658
　　　　戦略的情報化機器等整備事業積立資産 △ 1,260,952,164
　　　　什器備品 　 △ 129,672
　　　　電話加入権 　
　　　　敷金 　
        運営強化資金積立資産 △ 12,192,810
　　　特定資産合計 △ 3,027,082,044
　　　(3) その他固定資産 　
　　　　建物付属設備 △ 161,868
　　　　什器備品 　
　　　　電話加入権 　
　　　　ソフトウェア △ 33,075
　　　　無形リース資産 △ 638,190
　　　　敷金 　
　　　その他固定資産合計 △ 833,133
　　　固定資産合計 △ 3,027,739,254
　　　資　産　合　計 △ 3,012,023,026

Ⅱ　負債の部
　　１．流動負債 
　　　　未払金 　
　　　　未払費用
　　　　未払消費税等 △ 965,200
　　　　預り金 　 △ 233,517
　　　　リース債務
　　　　賞与引当金
        役員賞与引当金
　　　流動負債合計
　　２．固定負債 
　　　　リース債務 △ 627,676
　　　　退職給付引当金 　
        役員退職慰労引当金
　　　　共済年金給付引当金　
　　　固定負債合計
　　　負　債　合　計
Ⅲ　正味財産の部
　　１．指定正味財産 
　　　　国庫補助金 △ 2,929,627,122
　　　　寄付金 　 △ 75,817,575
　　　　助成金 △ 22,441,838
　　　指定正味財産合計 △ 3,027,886,535
　　　　（うち基本財産への充当額） 　
　　　　（うち特定資産への充当額） 　 △ 3,028,074,444

　　２．一般正味財産 △ 9,328,498
　　　　（うち基本財産への充当額） 　 △ 11,986
　　　　（うち特定資産への充当額） 　 △ 6,138,000
　　　正味財産合計 △ 3,037,215,033
　　　負債及び正味財産合計 △ 3,012,023,026

貸　　借　　対　　照　　表

平成27年3月31日現在
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（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　　(1) 経常収益
　　　　①基本財産運用益 △446,663
　　　　　　基本財産受取利息 　 △1,111,454
　　　　　　基本財産受取利息振替額
　　　　②特定資産運用益 
　　　　　　退職給付引当資産受取利息 　
　　　　　　役員退職慰労引当資産受取利息 　 △345
　　　　　　経営安定積立金引当資産受取利息 　
　　　　　　事務所賃借料等準備金引当資産受取利息
　　　　　　中小企業施策情報提供事業積立資産受取利息
　　　　　　下請中小企業・小規模事業者等活性化基金積立資産受取利息
　　　　　　中小企業振興事業基金積立資産受取利息 △549,553
　　　　　　中小企業振興事業基金積立資産受取利息振替額
　　　　　　運営強化資金積立資産受取利息
　　　　③受取会費 △400,000
　　　　　　賛助会員受取会費 △400,000
　　　　④事業収益 △8,817,615
　　　　　　図書等販売収益 　 △479,744
　　　　　　講習会事業収益 　 △6,841,400
　　　　　　振興業務関係事業収益 　 △3,108
　　　　　　事業参加機関事業収益 　 △573,000
　　　　　　下請かけこみ寺事業収益 △1,020,139
　　　　　　会計・啓発普及セミナー等請負事業収益
　　　　⑤受取補助金等 
　　　　　　受取国庫補助金 △2,920,467
　　　　　　受取国庫補助金振替額 　 △4,039,857
　　　　　　受取助成金振替額
　　　　⑥受取負担金 △87,000
　　　　　　受取負担金 　 △87,000
　　　　⑦受取分担金 △218,390
　　　　　　受取緊急広域分担金 　 △218,390
　　　　⑧受取寄付金
　　　　　　受取寄付金振替額
　　　　⑨雑収益 △264,132
　　　　　　受取利息 　 △260,470
　　　　　　雑収益 △3,662
　　　　経常収益計
　　(2) 経常費用
　　　　①事業費 
　　　　　　役員報酬 　 △655,280
　　　　　　給料手当 　
　　　　　　臨時雇賃金 △81,945
　　　　　　派遣費
　　　　　　賞与引当金繰入額
　　　　　　役員賞与引当金繰入額
　　　　　　退職給付費用 　 △385,811
　　　　　　役員退職慰労引当金繰入額
　　　　　　福利厚生費 　
　　　　　　旅費交通費
　　　　　　通信運搬費 △971,699
　　　　　　減価償却費 　 △1,000,929
　　　　　　消耗品費 △83,529
　　　　　　資料費 △656,935
　　　　　　会議費 　 △420,287
　　　　　　会場費 △5,134,879
　　　　　　印刷費 △1,813,755
　　　　　　賃借料
　　　　　　光熱水料費
　　　　　　諸謝金 　 △1,804,343
　　　　　　租税公課 　
　　　　　　支払利息 △313,124
　　　　　　会費
　　　　　　原稿料
　　　　　　委託費
　　　　　　保守料
　　　　　　振込手数料
　　　　　　雑費 △16,154

正 味 財 産 増 減 計 算 書

平成 26年4月1日から 平成 27年3月31日まで

科　　　　　目 当年度 前年度 増減
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（単位：円）

科　　　　　目 当年度 前年度 増減

　　　　②管理費 △14,575,378
　　　　　　役員報酬 　 △2,410,015
　　　　　　給料手当 　 △6,200,663
　　　　　　臨時雇賃金
　　　　　　派遣費 △1,891,234
　　　　　　賞与引当金繰入額 △391,740
　　　　　　役員賞与引当金繰入額 △122,400
　　　　　　退職給付費用 　 △208,939
　　　　　　役員退職慰労引当金繰入額 △187,200
　　　　　　福利厚生費 　 △996,455
　　　　　　旅費交通費 △394,433
　　　　　　通信運搬費 △192,138
　　　　　　減価償却費 　
　　　　　　消耗品費 △315,932
　　　　　　資料費 △103,945
　　　　　　会議費 　 △66,738
　　　　　　会場費
　　　　　　印刷費
　　　　　　賃借料 △1,476,513
　　　　　　光熱水料費 △337,384
　　　　　　諸謝金 　 △18,858
　　　　　　租税公課 　
　　　　　　支払利息 △91,331
　　　　　　慶弔費
　　　　　　報酬料
　　　　　　委託費 △387,203
　　　　　　保守料
　　　　　　振込手数料 △8,473
　　　　　　雑費 △11,566
　　　　経常費用計
　　　　当期経常増減額 △9,328,498 △370,124 △8,958,374

　２．経常外増減の部
　　(1) 経常外収益
　　　　引当金戻入額 △24,249,901
　　　　　貸倒引当金戻入額 △24,249,901
　　　　経常外収益計 △24,249,901
　　(2) 経常外費用
　　　　過年度受取国庫補助金等修正額 △24,249,901
　　　　　過年度受取国庫補助金等振替額修正額 △24,249,901
　　　　経常外費用計 △24,249,901
　　　　当期経常外増減額
　　　　税引前当期一般正味財産増減額 △9,328,498 △370,124 △8,958,374
　　　　法人税、住民税及び事業税
　　　　当期一般正味財産増減額 △9,328,498 △370,124 △8,958,374
　　　　一般正味財産期首残高 △370,124
　　　　一般正味財産期末残高 △9,328,498

Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　①受取助成金 △240,000,000
　　　　　　受取助成金 △240,000,000
　　　　②受取寄付金 △715,979,585
　　　　　　受取寄付金 △715,979,585
　　　　③基本財産運用益
　　　　　　基本財産受取利息 　
　　　　④特定資産運用益
　　　　　　中小企業振興事業基金積立資産受取利息
　　　　　　その他の特定資産受取利息 　 △3,032
　　　　⑤国庫補助金返還額 △2,933,339,153 △4,123,601,845
　　　　　　国庫補助金返還額 △2,933,339,153 △4,123,601,845
　　　　⑥一般正味財産への振替額 △100,453,022 △42,967,453 △57,485,569
　　　　　　一般正味財産への振替額 △100,453,022 △42,967,453 △57,485,569
　　　　当期指定正味財産増減額 △3,027,886,535 △3,205,981,490
　　　　指定正味財産期首残高 △3,205,981,490
　　　　指定正味財産期末残高 △3,027,886,535
Ⅲ　正味財産期末残高 △3,037,215,033
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正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表

平成 26年4月1日から 平成 27年3月31日まで

（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　　(1) 経常収益
　　　　①基本財産運用益 
　　　　　　基本財産受取利息 　
　　　　　　基本財産受取利息振替額
　　　　②特定資産運用益 
　　　　　　退職給付引当資産受取利息 　
　　　　　　役員退職慰労引当資産受取利息 　
　　　　　　経営安定積立金引当資産受取利息 　
　　　　　　事務所賃借料等準備金引当資産受取利息
　　　　　　中小企業施策情報提供事業積立資産受取利息
　　　　　　下請中小企業・小規模事業者等活性化基金積立資産受取利息
　　　　　　中小企業振興事業基金積立資産受取利息
　　　　　　中小企業振興事業基金積立資産受取利息振替額
　　　　　　運営強化資金積立資産受取利息
　　　　③受取会費 
　　　　　　賛助会員受取会費
　　　　④事業収益 
　　　　　　図書等販売収益 　
　　　　　　講習会事業収益 　
　　　　　　振興業務関係事業収益 　
　　　　　　事業参加機関事業収益 　
　　　　　　下請かけこみ寺事業収益
　　　　　　会計・啓発普及セミナー等請負事業収益
　　　　⑤受取補助金等 
　　　　　　受取国庫補助金
　　　　　　受取国庫補助金振替額 　
　　　　　　受取助成金振替額
　　　　⑥受取負担金 
　　　　　　受取負担金 　
　　　　⑦受取分担金 
　　　　　　受取緊急広域分担金 　
　　　　⑧受取寄付金
　　　　　　受取寄付金振替額
　　　　⑨雑収益 
　　　　　　受取利息 　
　　　　　　雑収益
　　　　経常収益計
　　(2) 経常費用
　　　　①事業費 
　　　　　　役員報酬 　
　　　　　　給料手当 　
　　　　　　臨時雇賃金
　　　　　　派遣費
　　　　　　賞与引当金繰入額
　　　　　　役員賞与引当金繰入額
　　　　　　退職給付費用 　
　　　　　　役員退職慰労引当金繰入額
　　　　　　福利厚生費 　
　　　　　　旅費交通費
　　　　　　通信運搬費
　　　　　　減価償却費 　
　　　　　　消耗品費
　　　　　　資料費
　　　　　　会議費 　
　　　　　　会場費
　　　　　　印刷費
　　　　　　賃借料
　　　　　　光熱水料費
　　　　　　諸謝金 　
　　　　　　租税公課 　
　　　　　　支払利息
　　　　　　会費
　　　　　　原稿料
　　　　　　委託費
　　　　　　保守料
　　　　　　振込手数料
　　　　　　雑費
　　　　②管理費 
　　　　　　役員報酬 　
　　　　　　給料手当 　
　　　　　　臨時雇賃金
　　　　　　派遣費
　　　　　　賞与引当金繰入額
　　　　　　役員賞与引当金繰入額
　　　　　　退職給付費用 　
　　　　　　役員退職慰労引当金繰入額
　　　　　　福利厚生費 　
　　　　　　旅費交通費
　　　　　　通信運搬費
　　　　　　減価償却費 　
　　　　　　消耗品費
　　　　　　資料費
　　　　　　会議費 　
　　　　　　会場費
　　　　　　印刷費
　　　　　　賃借料
　　　　　　光熱水料費
　　　　　　諸謝金 　
　　　　　　租税公課 　
　　　　　　支払利息
　　　　　　慶弔費
　　　　　　報酬料
　　　　　　委託費
　　　　　　保守料
　　　　　　振込手数料
　　　　　　雑費
　　　　経常費用計
　　　　当期経常増減額 △ 13,987,371 △ 31,434,084 △ 1,830,899 △ 9,070,230 △ 258,268 △ 9,328,498

科　　　　　目

公　益　目　的　事　業　会　計

法人会計
内部取引

消去
合　　計公益目的

第１グループ
公益目的

第２グループ
公益目的

第３グループ
公益共通 小       計
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正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表

平成 26年4月1日から 平成 27年3月31日まで

（単位：円）

科　　　　　目

公　益　目　的　事　業　会　計

法人会計
内部取引

消去
合　　計公益目的

第１グループ
公益目的

第２グループ
公益目的

第３グループ
公益共通 小       計

　２．経常外増減の部
　　(1) 経常外収益
　　　　引当金戻入額
　　　　　貸倒引当金戻入額
　　　　経常外収益計
　　(2) 経常外費用
　　　　過年度受取国庫補助金等修正額
　　　　　過年度受取国庫補助金等振替額修正額
　　　　経常外費用計
　　　　当期経常外増減額
　　　　税引前当期一般正味財産増減額 △ 13,987,371 △ 31,434,084 △ 1,830,899 △ 9,070,230 △ 258,268 △ 9,328,498
　　　　法人税、住民税及び事業税
　　　　当期一般正味財産増減額 △ 13,987,371 △ 31,434,084 △ 1,830,899 △ 9,070,230 △ 258,268 △ 9,328,498
　　　　一般正味財産期首残高 △ 39,099,602 △ 12,614,754
　　　　一般正味財産期末残高 △ 53,086,973 △ 44,048,838 △ 1,830,899
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　①受取助成金
　　　　　　受取助成金
　　　　②受取寄付金
　　　　　　受取寄付金
　　　　③基本財産運用益
　　　　　　基本財産受取利息 　
　　　　④特定資産運用益
　　　　　　中小企業振興事業基金積立資産受取利息
　　　　　　その他の特定資産受取利息 　
　　　　⑤国庫補助金返還額 △ 2,933,339,153 △ 2,933,339,153 △ 2,933,339,153
　　　　　　国庫補助金返還額 △ 2,933,339,153 △ 2,933,339,153 △ 2,933,339,153
　　　　⑥一般正味財産への振替額 △ 31,031,784 △ 22,441,838 △ 34,786,590 △ 88,260,212 △ 12,192,810 △ 100,453,022
　　　　　　一般正味財産への振替額 △ 31,031,784 △ 22,441,838 △ 34,786,590 △ 88,260,212 △ 12,192,810 △ 100,453,022
　　　　当期指定正味財産増減額 △ 2,964,370,937 △ 22,441,838 △ 28,880,950 △ 3,015,693,725 △ 12,192,810 △ 3,027,886,535
　　　　指定正味財産期首残高
　　　　指定正味財産期末残高
Ⅲ　正味財産期末残高 △ 53,086,973

公益目的第１グループ：国庫補助金事業、図書販売等事業、有料講習会事業、振興事業関係等事業、下請かけこみ寺事業

公益目的第２グループ：小規模事業(広報活動事業含む）、戦略的情報化機器等整備事業、中小企業の情報化に関する情報収集事業、中小企業施策情報提供事業

公益目的第３グループ：下請中小企業・小規模事業者等活性化調査研究事業

―39―



１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・・・償却原価法（定額法）によっている。

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・・・・・・ 定額法によっている。

無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア・・・・・・ 利用可能期間（5年）に基づく定額法によっている。

無形リース資産

(3) 引当金の計上基準

(4)リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
             ・・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

①貸倒引当金　　・・・・・交付預託金、事故交付預託金の貸倒損失に備えるため、交付預託金に
　　　　　　　　　　　　　ついては貸倒実績率により、事故交付預託金については個別に回収可
　　　　　　　　　　　　　能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

②賞与引当金　　・・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属
　　　　　　　　　　　　　する額を計上している。

③役員賞与引当金・・・・・役員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度
　　　　　　　　　　　　　に負担すべき額を計上している。

④退職給付引当金・・・・・職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基き、
　　　　　　　　　　　　　当期末において発生していると認められる額を計上している。なお、
　　　　　　　　　　　　　退職給付債務は当法人退職金規程の期末自己都合要支給額に基づいて
　　　　　　　　　　　　　計算している。

⑤役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく期末要支給額を
　　　　　　　　　　　　　計上している。

⑥共済年金給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、職員に対する共済年金として積み立て
　　　　　　　　　　　　　た額を計上している。

財  務  諸  表  に  対  す  る  注  記

「公益法人会計基準」（平成20年４月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）を採用している。


引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
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２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

投資有価証券

定期預金

小　　計

特定資産

退職給付引当資産

役員退職慰労引当資産

共済年金給付引当資産

経営安定積立金引当資産

事務所賃借料変動等準備金
 引当資産
統一プログラム修正等準備金
 引当資産

中小企業施策情報提供事業積立資産

下請中小企業・小規模事業者等活性化
 基金積立資産

中小企業振興事業基金積立資産

交付預託金

　　　　　貸倒引当金 △ 16,711,065 △ 13,894,314 △ 2,816,751

事故交付預託金

　　　　　貸倒引当金 △ 114,784,658 △ 12,369,519 △ 102,415,139

戦略的情報化機器等整備事業
 積立資産

什器備品

電話加入権

敷金

運営強化資金積立資産

小　　計

合　　計

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 当期末残高
（うち負債に対応
する額）

基本財産

投資有価証券 －

定期預金 －

小　　計 －

特定資産

退職給付引当資産 － －

役員退職慰労引当資産 － －

共済年金給付引当資産 － －

経営安定積立金引当資産 －

事務所賃借料変動等準備金
 引当資産

－

統一プログラム修正等準備金
 引当資産

－

中小企業施策情報提供事業積立資産 －

下請中小企業・小規模事業者等活性化
 基金積立資産

－

中小企業振興事業基金積立資産 －

交付預託金 －

　　　　　貸倒引当金 △ 2,816,751 △ 2,816,751 －

事故交付預託金 －

　　　　　貸倒引当金 △ 102,415,139 △ 102,415,139 －

戦略的情報化機器等整備事業
 積立資産

－

什器備品 －

電話加入権 －

敷金 －

運営強化資金積立資産 －

小　　計

合　　計

（うち指定正味財産か
らの充当額）

（うち一般正味財産か
らの充当額）
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４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目

特定資産

什器備品

その他固定資産

建物付属設備

什器備品

合　　計

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

        満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

地方債

平成18年度第１回 北海道公募公債

第289回 大阪府公募公債

第44回  共同発行地方債

埼玉県平成26年度第7回公募公債

金融債

第724号 商工中金債

第746号 商工中金債（ 年）

第12号 商工中金債（10年） △ 900,000

基本財産　小    計

地方債

第44回  共同発行地方債

金融債

第43号 商工中金債（ 年） △ 40,000

第172号 商工中金債（3年）

第182号 商工中金債（3年） △ 330,000

特定資産　小    計

合    計

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

    　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりである。
(単位：円)

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

補助金

下請事業者支援対策補助金 中小企業庁  ―

戦略的情報化機器等
整備事業補助金

経済産業省 指定正味財産

助成金

下請中小企業・小規模事業者等活性化
調査研究等事業助成金

(独）中小企業
基盤整備機構

指定正味財産

合     計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
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7．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　   指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。
(単位：円)

内　　　容 金　　額

経常収益への振替額

  目的事業への使用による振替額

　　基本財産受取利息振替額

　　特定資産受取利息振替額

　　受取国庫補助金振替額

　　受取助成金振替額

　　受取寄付金振替額

　減価償却費計上による振替額

　　受取国庫補助金振替額

　　受取助成金振替額

　　受取寄付金振替額

 処分の制約解除による振替額

　  受取寄付金振替額

経常外収益への修正額

　貸倒引当金戻入による修正額

　　過年度受取国庫補助金振替額修正額 △ 26,263,833

合　　　計

８．関連当事者との取引内容

該当なし

９．重要な後発事象

該当なし

１０．その他

　１） リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(1) 無形リース資産の内容

　　その他固定資産

　　　法人管理用ソフトウェア

　(2) 無形リース資産の減価償却の方法

　　重要な会計方針 「(2) 固定資産の減価償却の方法」 に記載のとおりである。

　２） リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引関係

重要性が乏しいため注記を省略している。

　３） 退職給付関係

(1)採用している退職給付制度の概要

　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

(2)退職給付債務及びその内訳

(単位：円)

①　退職給付債務

②　会計基準変更時差異の未処理額

③　退職給付引当金 ※

※共済年金給付引当金を含んでいる。

(3)退職給付費用に関する事項

(単位：円)

①　勤務費用

②　会計基準変更時差異の費用処理額

③　退職給付費用

(4)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として

  計算している。
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１．基本財産及び特定資産の明細

２．引当金の明細

　基本財産及び特定資産の明細については、財務諸表の注記２．「基本財産及び特定資産の増減額及びその残高」に記載して
いるため、記載を省略している。

附  属  明  細  書

(単位:円)

使用目的 その他

貸倒引当金

賞与引当金

役員賞与引当金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

共済年金給付引当金

なお、貸倒引当金の「当期減少額」のうち「その他」は、すべて交付預託金に対する貸倒引当金戻入である。

科 　　  目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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財　 　産　 　目　　 録

平成27年3月31日現在

（単位：円）

場所・物量等 　使用目的等 金　　額

(流動資産)

現金預金

現金 手元保管
 運転資金として

預金
普通預金
 三菱東京UFJ銀行     本郷支店

運転資金として

 三菱東京UFJ銀行     新富町支店        〃

 商工中金            本店営業部        〃

 商工中金            本店営業部        〃

 ゆうちょ銀行　　    新富郵便局        〃

定期預金
 三菱東京UFJ銀行　   新富町支店

運転資金として

未収入金 中小企業庁 下請かけこみ寺事業、国庫補助事業にかかる未収入金他

未収利息 三菱東京UFJ銀行 商工中金 他 預金および基本財産、特定資産としている預金・債券にかかる未収利息分

立替金 全国中小企業機関共済会 コピー代等

前払費用 石川物産㈱ 他 事務所賃借料(石川ビル) 他

流動資産合計

(固定資産)

 基本財産

投資有価証券 平成18年第1回 北海道公募公債 他
（7件、7銘柄）

公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業の財源として使用している。

第724号 商工中金債 管理目的保有財産であり、運用益を管理目的事業の財源として使用している。

定期預金 三井住友信託銀行　本店 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業の財源として使用している。

三菱東京UFJ銀行　新富町支店        〃

三菱東京UFJ銀行　本郷支店        〃

三井住友信託銀行　本店 管理目的保有財産であり、運用益を管理目的事業の財源として使用している。

 特定資産

退職給付引当資産
定期預金
 三菱東京UFJ銀行　新富町支店

職員の退職給付に備えることを目的としている資産

普通預金
 三菱東京UFJ銀行　新富町支店

       〃

役員退職慰労引当資産 定期預金
 三菱東京UFJ銀行　新富町支店

役員の役員慰労金の支給に備えることを目的としている資産

共済年金給付引当資産
明治安田生命保険（相） 職員の退職給付に備えることを目的としている資産

経営安定積立金
引当資産

定期預金
 三菱東京UFJ銀行　新富町支店

公益目的保有財産であり、小規模事業の財源として使用している。

事務所賃借料変動等
準備金引当資産

定期預金
 三菱東京UFJ銀行　新富町支店

事務所修繕等の積立資産として管理されている資産

統一プログラム修正等
準備金引当資産

普通預金
 三菱東京UFJ銀行　新富町支店

小規模事業の積立資産として管理されている資産

中小企業施策情報提供
事業積立資産

第43号 商工中金債 寄付により受け入れ、中小企業施策情報提供事業の財源として使用している。

定期預金
 商工中金　　　　 本店営業部

       〃

普通預金
 三菱東京UFJ銀行　新富町支店

       〃

下請中小企業・小規模事業
者等活性化基金積立資産 第43号 商工中金債 他（2件、2銘柄） 助成金として受け入れ、下請中小企業・小規模事業者等活性化事業の財源として使用している。

定期預金
 三菱東京UFJ銀行　新富町支店        〃

普通預金
 三菱東京UFJ銀行　新富町支店

       〃

中小企業振興事業基金
積立資産

投資有価証券
第182号  商工中金債 他(3件、3銘柄)

寄付により受け入れ、公益目的事業の財源として使用している。

定期預金
 三菱東京UFJ銀行  新富町支店

       〃

普通預金
 三菱東京UFJ銀行  新富町支店

       〃

交付預託金 リース指定会社（23社） 公益目的保有財産であり、戦略的情報化機器等整備事業に使用している。

交付預託金貸倒引当金 　　〃        〃 △ 2,816,751

事故交付預託金 リース指定会社（6社）        〃

事故交付預託金
貸倒引当金

　　〃        〃 △ 102,415,139

戦略的情報化機器等
整備事業積立資産

普通預金
 商工中金    本店営業部

国庫補助金返還予定相当額

什器備品 収納キャビネット 他 公益目的保有財産

電話加入権 12回線分        〃

敷金 事務所敷金        〃

運営強化資金積立資産 第172号 商工中金債他（3件、3銘柄） 寄付により受け入れ、管理目的保有財産として管理の財源として使用している。

定期預金
 三菱東京UFJ銀行　新富町支店        〃

普通預金
 三菱東京UFJ銀行  新富町支店        〃

 その他固定資産

建物付属設備 パーティション 他 管理目的保有財産

什器備品 収納キャビネット 他     〃

電話加入権 ２回線分 公益目的保有財産

２回線分 管理目的保有財産

ソフトウェア 管理業務用ソフトウェア        〃

無形リース資産 ソフトウェア        〃

敷金 事務所敷金 公益目的保有財産

事務所敷金 管理目的保有財産

固定資産合計

　　  資産合計

(流動負債)

未払金 購入先、業者に対するもの 他 未払事業費、未払管理費 他

未払費用 職員に対するもの 他 人件費にかかる未払費用 他

未払消費税等 税務署 消費税等

預り金 職員に対するもの 他 社会保険料等

リース債務 シャープファイナンス（株） ファイナンス・リース取引にかかる債務で返済期限が１年内のもの

賞与引当金 職員に対するもの 職員の賞与支給に備えたもの

役員賞与引当金 役員に対するもの 役員の賞与支給に備えたもの

流動負債合計

(固定負債)

リース債務 シャープファイナンス（株） ファイナンス・リース取引にかかる債務で返済期限が１年超のもの

退職給付引当金 職員に対するもの 職員の退職給付に備えたもの

役員退職慰労引当金 役員に対するもの 役員の役員慰労金の支給に備えたもの

共済年金給付引当金 職員に対するもの 職員の退職給付に備えたもの

固定負債合計

　　  負債合計

　　  正味財産

貸借対照表科目
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(単位：円）

Ⅰ．事業活動収支の部

　１．事業活動収入

　　①基本財産利息収入 △ 200,624
　　　　基本財産利息収入 　 △ 200,624
　　②特定資産運用収入 △ 57,127

　　　　退職給付引当資産受取利息収入 △ 29,808

　　　　経営安定積立金引当資産受取利息収入 　

　　　　事務所賃借料変動等準備金引当資産受取利息収入 　 △ 237

　　　　中小企業施策情報提供事業積立資産受取利息収入　 △ 11,544

　　　　下請中小企業・小規模事業者等活性化基金積立資産受取利息収入　 △ 13,324

         中小企業振興事業基金積立資産受取利息収入
         運営強化資金積立資産受取利息収入 △ 21,330
　　③会費収入 

　　　　賛助会員会費収入 　

　　④事業収入 
　　　　図書等販売収入 　 △ 608,551
　　　　講習会事業収入 　
　　　　振興業務関係事業収入 　 △ 212,662
　　　　事業参加機関事業収入 　
　　　　下請かけこみ寺事業収入　
　　　　会計・啓発普及セミナー等請負事業収入 △ 31,155
　　⑤補助金等収入 

　　　　国庫補助金等収入 　

　　⑥預託金収入 △ 31,022,119
　　　　返還預託金収入 △ 20,422,600
　　　　事故預託金返還収入

　　　　回収納付金収入 △ 12,219,519
　　　　設備処分返還収入

　　⑦負担金収入 

　　　　負担金収入　

　　⑧分担金収入 △ 276,235
　　　　緊急広域分担金収入 　 △ 276,235

　　⑨雑収入 △ 15,821

　　　　受取利息収入 　

　　　　雑収入 　 △ 26,753
　　　事業活動収入計

　２．事業活動支出

　　①事業費支出 

　　　　役員報酬支出 　

　　　　給料手当支出 　

         臨時雇賃金支出

         派遣費支出 △ 555,896
　　　　退職給付支出

　　　　役員退職慰労金支出

　　　　福利厚生費支出 　

　　　　旅費交通費支出 　

　　　　通信運搬費支出

　　　　消耗品支出

　　　　資料費支出

　　　　会議費支出 　

　　　　会場費支出

　　　　印刷費支出 　

　　　　賃借料支出

　　　　光熱水料費支出 　

　　　　諸謝金支出

　　　　租税公課支出 　

　　　　支払利息支出 　 △ 51,050
　　　　会費支出 △ 15,788
　　　　原稿料支出

　　　　委託費支出

　　　　保守料支出 △ 82,701
　　　　振込手数料支出

　　　　国庫補助金返還支出 △ 44,980,153
　　　　雑支出 　

資   金   収   支   計   算   書

平成 26年4月1日から 平成 27年3月31日まで

科　　　　　目 予算額 決算額 差異 備考
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(単位：円）

科　　　　　目 予算額 決算額 差異 備考

　　②管理費支出 △ 24,092
　　　　役員報酬支出 　

　　　　給料手当支出 　 △ 1,070,557
         臨時雇賃金支出 △ 109,800
         派遣費支出

　　　　福利厚生費支出 　 △ 207,695
　　　　旅費交通費支出 　

　　　　通信運搬費支出 △ 171,391
　　　　消耗品支出 △ 74,558
　　　　資料費支出 △ 34,898
　　　　会議費支出 　 △ 3,388
　　　　会場費支出 △ 109,840
　　　　印刷費支出 　 △ 2,830
　　　　賃借料支出 △ 25,372
　　　　光熱水料費支出 　 △ 63,615
　　　　諸謝金支出

　　　　租税公課支出 　 △ 477,110
　　　　支払利息支出 　 △ 3,704
　　　　慶弔費支出

　　　　報酬料支出

　　　　委託費支出 △ 285,598
　　　　保守料支出 △ 190,213
　　　　振込手数料支出

　　　　雑支出 　 △ 78,310
　　　事業活動支出計

　　　 差引 △ 1,376,132,000 △ 1,360,455,525 △ 15,676,475
　　　 法人税等支出

　　　事業活動収支差額 △ 1,376,132,000 △ 1,360,455,525 △ 15,676,475
Ⅱ　投資活動収支の部

　１．投資活動収入

　　①特定資産取崩収入 △ 18,961,212

　　　　経営安定積立金引当資産取崩収入 　

　　　　中小企業施策情報提供事業積立資産取崩収入

　　　　下請中小企業・小規模事業者等活性化基金積立資産取崩収入　

　　　　中小企業振興事業基金積立資産取崩収入

　　　　戦略的情報化機器等整備事業積立資産取崩収入 △ 44,980,153
         運営強化資金積立資産取崩収入

　　　投資活動収入計 △ 18,961,212
　２．投資活動支出

　　①特定資産取得支出 △ 38,938,389

　　　　退職給付引当資産取得支出 　

　　　　役員退職慰労引当資産取得支出

　　　　共済年金給付引当資産取得支出 　 △ 200

　　　　戦略的情報化機器等整備事業積立資産取得支出 △ 38,982,989
　　　投資活動支出計 △ 38,938,389
　　　投資活動収支差額

Ⅲ　財務活動収支の部

　１．財務活動収入

　　　財務活動収入計

　２．財務活動支出

　　　リース債務返還支出 △ 615,566
　　　財務活動支出計 △ 615,566
　　　財務活動収支差額 △ 615,566
Ⅳ　予備費支出

　　 当期収支差額 △ 2,662,268
　　 前期繰越収支差額 △ 8,872
　　 次期繰越収支差額
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資 金 収 支 計 算 書 内 訳 表

平成 26年4月1日から平成 27年3月31日まで

（単位：円）

Ⅰ．事業活動収支の部

　１．事業活動収入

　　①基本財産利息収入 

　　　　基本財産利息収入 　
　　②特定資産運用収入 

　　　　退職給付引当資産受取利息収入

　　　　経営安定積立金引当資産受取利息収入 　

　　　　事務所賃借料変動等準備金引当資産受取利息収入 　

　　　　中小企業施策情報提供事業積立資産受取利息収入　

　　　　下請中小企業・小規模事業者等活性化基金積立資産受取利息収入　

         中小企業振興事業基金積立資産受取利息収入

         運営強化資金積立資産受取利息収入

　　③会費収入 

　　　　賛助会員会費収入 　

　　④事業収入 
　　　　図書等販売収入 　
　　　　講習会事業収入 　
　　　　振興業務関係事業収入 　
　　　　事業参加機関事業収入 　
　　　　下請かけこみ寺事業収入　
　　　　会計・啓発普及セミナー等請負事業収入

　　⑤補助金等収入 

　　　　国庫補助金等収入 　

　　⑥預託金収入

　　　　返還預託金収入

　　　　事故預託金返還収入

　　　　回収納付金収入

　　　　設備処分返還収入

　　⑦負担金収入 

　　　　負担金収入　
　　⑧分担金収入 

　　　　緊急広域分担金収入 　

　　⑨雑収入 

　　　　受取利息収入 　

　　　　雑収入 　

　　　事業活動収入計

　２．事業活動支出

　　①事業費支出 

　　　　役員報酬支出 　

　　　　給料手当支出 　

         臨時雇賃金支出

         派遣費支出
　　　　退職給付支出

　　　　役員退職慰労金支出

　　　　福利厚生費支出 　

　　　　旅費交通費支出 　

　　　　通信運搬費支出

　　　　消耗品支出

　　　　資料費支出

　　　　会議費支出 　

　　　　会場費支出

　　　　印刷費支出 　

　　　　賃借料支出

　　　　光熱水料費支出 　

　　　　諸謝金支出

　　　　租税公課支出 　

　　　　支払利息支出 　

　　　　会費支出

　　　　原稿料支出

　　　　委託費支出

　　　　保守料支出

　　　　振込手数料支出

　　　　国庫補助金返還支出

　　　　雑支出 　

　　②管理費支出 

　　　　役員報酬支出 　

　　　　給料手当支出 　

         臨時雇賃金支出

         派遣費支出

　　　　福利厚生費支出 　

　　　　旅費交通費支出 　

　　　　通信運搬費支出

　　　　消耗品支出

　　　　資料費支出

　　　　会議費支出 　

　　　　会場費支出

　　　　印刷費支出 　

　　　　賃借料支出

　　　　光熱水料費支出 　
　　　　諸謝金支出

　　　　租税公課支出 　

　　　　支払利息支出 　

　　　　慶弔費支出

　　　　報酬料支出

　　　　委託費支出

　　　　保守料支出

　　　　振込手数料支出

　　　　雑支出 　

　　　事業活動支出計

　　　 差引 △ 13,981,013 △ 1,326,563,170 △ 24,033,171 △ 1,355,453,840 △ 5,001,685 △ 1,360,455,525

　　　 法人税等支出

　　　事業活動収支差額 △ 13,981,013 △ 1,326,563,170 △ 24,033,171 △ 1,355,453,840 △ 5,001,685 △ 1,360,455,525

科　　　　　目

公　益　目　的　事　業　会　計

法人会計
内部取引

消去
合　　計公益目的

第１グループ
公益目的

第２グループ
公益目的

第３グループ
公益共通 小       計
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資 金 収 支 計 算 書 内 訳 表

平成 26年4月1日から平成 27年3月31日まで

（単位：円）

科　　　　　目

公　益　目　的　事　業　会　計

法人会計
内部取引

消去
合　　計公益目的

第１グループ
公益目的

第２グループ
公益目的

第３グループ
公益共通 小       計

Ⅱ　投資活動収支の部

　１．投資活動収入

　　①特定資産取崩収入 

　　　　経営安定積立金引当資産取崩収入 　

　　　　中小企業施策情報提供事業積立資産取崩収入

　　　　下請中小企業・小規模事業者等活性化基金積立資産取崩収入　
　　　　中小企業振興事業基金積立資産取崩収入

　　　　戦略的情報化機器等整備事業積立資産取崩収入

         運営強化資金積立資産取崩収入

　　　投資活動収入計

　２．投資活動支出

　　①特定資産取得支出 

　　　　退職給付引当資産取得支出 　

　　　　役員退職慰労引当資産取得支出

　　　　共済年金給付引当資産取得支出 　

　　　　戦略的情報化機器等整備事業積立資産取得支出

　　　投資活動支出計

　　　投資活動収支差額

Ⅲ　財務活動収支の部

　１．財務活動収入

　　　財務活動収入計

　２．財務活動支出

　　　リース債務返還支出
　　　財務活動支出計

　　　財務活動収支差額 △ 375,449 △ 185,697 △ 12,880 △ 574,026 △ 41,540 △ 615,566

　　 当期収支差額 △ 14,356,462 △ 24,914,888 △ 1,604,213 △ 2,681,453 △ 2,662,268

　　 前期繰越収支差額 △ 82,474,762 △ 29,505,750 △ 16,613
　　 次期繰越収支差額 △ 96,831,224 △ 54,420,638 △ 1,604,213

　　　　　　公益目的第１グループ：国庫補助金事業、図書販売等事業、有料講習会事業、振興事業関係等事業、下請かけこみ寺事業

　　　　　　公益目的第２グループ：小規模事業(広報活動事業含む）、戦略的情報化機器等整備事業、中小企業の情報化に関する情報収集事業、中小企業施策情報提供事業

　　　　　　公益目的第３グループ：下請中小企業・小規模事業者活性化調査研究等事業
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１　資金収支計算書の作成方法

２　資金の範囲

３　次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

(単位：円)

科目 前期末残高 当期末残高

現金預金

未収入金

未収利息

立替金

前払費用

合計

未払金

未払費用

未払消費税等

預り金

合計

次期繰越収支差額

資金収支計算書に対する注記 

　資金収支計算書は、「公益法人会計における内部管理事項について」（平成17年３月23日公益法
人等の指導監督等に関する関連省庁連絡会議幹事会申合せ）（以下「内部管理事項」という。）の
規定事項の基本的枠組みを維持しつつ、表示方法は内部管理事項における収支計算書（様式２）及
び「公益法人会計基準の運用指針」（平成20年４月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定
等委員会）における正味財産増減計算書内訳表（様式２－３）に準じて作成している。

　資金の範囲には、現金預金、未収入金、未収利息、仮払金、立替金、前払費用、未払金、未払
費用、未払消費税等、未払法人税等、預り金及び短期借入金を含めている。
なお、前期末及び当期末残高（但し、前期末及び当期末残高が共に0の場合は除く）は、下記３
に記載するとおりである。
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